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1. はじめに 

瑞浪超深地層研究所の主立坑（掘削径：7.3m）は、深度 1,000m 程度の掘削が計画されており、その地盤

条件は、深部においては堅牢な花崗岩が存在するが、地表から 170m 程度の区間は堆積岩の分布が予想されて

いる。堆積岩部においては、立坑近傍の岩盤は掘削に伴

い塑性化することが想定され、地震時の健全性評価にお

いては、塑性化の影響を考慮することが必要と考える。 

STEP2：地震の影響解析（弾塑性解析）

STEP１：掘削解析（弾塑性解析）

立坑の健全性検討：非線形静的解析 

等価震度の検討：線形解析 

動的解析（FEM軸対称解析）との比較

そこで、本稿では主立坑を対象として、FEM 動的解析

と数種類の等価震度を用いた応答震度法を比較すること

より適切な等価震度の算定方法について検討した。次に、

選定した等価震度を用いた応答震度法により、掘削の影

響を考慮した非線形解析を行い、主立坑の地震時健全性

を評価した（図１）。 
図 1 検討フロー 

2. 等価震度の算定 
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想定した岩盤物性を表 1にまとめて示す。

入力地震動としては、近傍の活断層を考慮し

て設定した加速度応答スペクトル（最大

1500gal：h=5%）を有する人工地震波を使用

した（最大加速度 478.6gal）。同波を、工学的

基盤面に入力し、「SHAKE」により解析上の

基盤面（GL-1500ｍ）における入力波を算定

し、解析モデルの下端に入力した。次に、表

2 に示す４種類の手法により等価震度を算定

し（図２）、応答震度法による静的３次元線形

解析（図３）を実施し、動的解析結果と比較

した。比較結果のうち、地震による影響が大

きい覆工コンクリートの面内せん断力（NZθ）

を図４に示す。同図より、方法１による結果

が、立坑全長において動的解析結果に最も近

いことがわかる。尚、岩盤の変形特性として

方法１ 最大せん断力分布より算定 

方法２ 地表面においてせん断応力が

方法３ 立坑の上端と下端の相対変位

方法４ 各時刻におけるせん断力分布より等価震度の時刻歴
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表１ 岩盤盤物性一覧表 

弾性係数 
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表２ 等価震度の算定方法 

最大となる時刻（t=3.71s）におけるせん断力分布より算出 

が最大となる時刻（t=3.16ｓ）におけるせん断力分布より算出
を算定し、その最大値分布を算出 

坑 
 



は、表 1 中の動的物性を使用し、減衰定数は一律 1％と仮定した。 

3. 立坑の健全性評価

掘

 

削による影響を

考

。

の解析結果の比較より、

等

覆工材料

慮した地震時の健全

性検討を行うために、

掘削時と地震時の２ス

テップからなる非線形

解析を実施した。掘削

時においては、表１中

の静的物性を使用し、

初期地圧は側圧係数

2：1の偏圧を想定した

一方、地震時において

は 、 立 坑 か ら

2.5D=18.25m（D：掘削径）より離れ

た領域（図５中のゾーン２）につい

ては、動的な物性値を使用したが、

立坑から 2.5D以内の領域（図５中の

ゾーン１）については、掘削に伴う

発生ひずみレベルが高く一部塑性化

しているため、静的物性を有する非

線形材料としてモデル化した。方法

１による等価震度を作用させた結果

として、覆工コンクリート発生断面力

円周方向軸力と面内せん断力を図６に示す。同

図より、掘削時に卓越していた円周方向軸力は

地震時増分は小さく、むしろ地震時には面内せ

ん断力が卓越することがわかる。また、覆工（無

筋コンクリート、堆積岩部は H鋼により補強）

に発生する応力を表３にまとめて示す。同表よ

り、地震時において覆工コンクリートの発生応

力度は高々12.7N/mm2 であり、地震による影響

は小さく、圧縮破壊には至らないことがわかる。 

4. まとめ 

のうちの

図５ 岩盤領域の定義
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図４ 面内せん断力 図２ 等価震度算定結果
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図３ 解析モデル

図６ 覆工コンクリート発生断面力 
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動的解析と応答震度法

価震度の算定は最大せん断力によることが適

切であると判断した。また、掘削に伴う影響を

考慮した地震時検討の結果、主立坑の地震時健

全性を確認した。尚、本検討においては一部の

岩盤データについて推定値を用いているため、

今後は、岩盤調査の進展に伴い、適宜本検討内

容を見直す必要があると考える。 
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表３ 発生応力度一覧表 

状態 
発生応力度 許

削時 9.6 10.0 
地震時 12.7 26.1 
掘削時 131 160 
地震時 130 245 

掘


